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地震・津波発生時の初動体制の構築に向けた調査

北海道開発局 事業振興部 防災課



P1第１章 計画準備

■ 業務目的

本業務は、北海道の地域特性や積雪寒冷地特有の課題を踏まえた、日本海溝・千島海溝周辺海溝型地震による地震・津波

発生時における関係機関等が連携した迅速かつ効率的な初動体制の構築に向けた検討を行うことを目的とするものである。

■ 業務項目

項目 細 別

地震・津波災害時初動対応に関する検討

計画準備

資料収集・整理

地震・津波災害時に必要な情報の収集・共有方法に関する検討

地震・津波災害時の初動対応における課題及び対応策等の検討

タイムラインの作成

報告書の作成



既往文献などから、東日本大震災や北海道胆振東部地震、能登半島地震などの大規模地震における初動対応におけるの事例を収集・整理した。

P2第2章 資料収集・整理

2－1. 過去の大規模災害時の事例調査 ＜東日本大震災の事例＞ ※東日本大震災の記録－国土交通省の災害対応－（平成24年3月、国土交通省）より抜粋

＜東日本大震災の事例＞

【人命救助における海上保安庁等との連携】

【東京消防庁と連携した開催への対応】

【内陸事務所・他地整との連携による災害対策期間の手配】 【道路啓開における地元建設業者・自衛隊等との連携】

【航路啓開における海上保安庁・日本埋立浚渫協会との連携】



P3第2章 資料収集・整理

2－1. 過去の大規模災害時の事例調査 ＜胆振東部地震の事例＞
【自衛隊との人命救助等における連携】

【災害対策用ヘリコプターの東北地整との連携】

【道路啓開における陸上自衛隊等との連携】

【医療活動・人的支援でのＤＭＡＴ等との連携】

【支援物資の搬送における協定業者・自衛隊等との連携】

※平成30年北海道胆振東部地震北海道開発局災害対応の記録（令和2年3月）
※北海道胆振東部地震に係る災害派遣の活動状況について（平成30年11月、内閣府）
※平成３０年北海道胆振東部地震における内閣府（防災担当）の活動より抜粋 等より抜粋



P4第2章 資料収集・整理

2－1. 過去の大規模災害時の事例調査 ＜能登半島地震の事例＞
【陸海空の連携によるくしの歯状の緊急復旧】

【自衛隊と連携した海側からの緊急復旧対応】

【建設業協会と連携した緊急復旧作業】

【TEC-FORCE派遣による早期の応急復旧】

【リエゾンを通じた各協会との連携体制の構築】

【海上保安庁における支援】

【権限代行による迅速な応急復旧】

【地元建設業者との連携】

【災害協定団体との連携】

※令和６年能登半島地震における被害と対応（令和6年7月、国土交通省）より抜粋



上記設問項目ごとに、以下の手段ごとの必要性を問う
・テレビ放送 ・ラジオ放送 ・SNS（Xやインスタグラムなど）
・地上カメラ映像 ・高所カメラ映像 ・上空からの映像
・衛星からの解析画像 ・防災関係機関からの情報共有
・役場の各施設からの被害情報伝達
・消防団等からの被害情報伝達 ・避難所からの被害情報伝達
・その他、必要と考える情報手段・内容

気候、地域特性等の北海道の特徴を踏まえて初動対応を行う上で必要としている情報を把握するため、北海道の地震津波避難対策特別強化地域（道内３９市町）
の市町村ならびに北海道・自衛隊・警察等関係機関を対象にアンケート・ヒアリング調査を行った。

P5第2章 資料収集・整理

2－2. 関係機関が必要とする情報の把握

2－2－１. 自治体アンケートの実施

（１）被災市町村の初動対応時の活動を踏まえた設問の検討

•被災市町が初動対応として実施する活動を、「大規模地震津波災害応急対策対処方針」（令和５年５月
23日 中央防災会議幹事会）および苫小牧市、釧路市の地域防災計画から整理し、設問を検討した。

設問項目 活動内容例
アンケート
対象

備考 設問項目 設問文章

1 地震・津波情報の収集・伝達 地震・津波情報の収集・伝達 × 既往の情報収集ツールで対応可能

⇒
1.地震・津波等による災
害事象の概況の把握

発災直後の初動対応として「市町村域内の災害事象の全体
様相の把握」が必要だと考えます。この情報を収集する手段
として考えられる以下の手段・しくみについて、その必要性
をお答えください。
※災害事象：浸水の範囲、土砂災害の発生位置など

⇒
2.人的被害の規模の把
握

地震津波発災時の初動対応として、「人的被害の規模把握」
が必要だと考えます。この情報を収集する手段として考えら
れる以下の手段・しくみについて、その必要性をお答えくだ
さい。

※人的被害の規模：どこの地域で、どれくらいの人的被害が
出ているか等、注力すべき地域の判断材料として情報

⇒
3.建物被害の規模の把
握

地震津波発災時の初動対応として、「建物被害の規模把握」
が必要だと考えます。この情報を収集する手段として考えら
れる以下の手段・しくみについて、その必要性をお答えくだ
さい。

※建物被害の規模：発生範囲、被害程度など、注力すべき地
域の判断材料として情報

3 応援派遣要請と受け入れ 派遣要請 × 本調査では非対象とする。

消火活動 ○ 消火活動について問うこととする。 ⇒ 4.火災発生状況の把握
地震津波発災後は火災の発生が懸念されます。この情報を
収集する手段として考えられる以下の手段・しくみについ
て、その必要性をお答えください。

救急、救助
救出・捜索活動
傷病者の搬送
応急救護
行方不明者の捜索
遺体の処理・火葬
避難活動
避難所の開設・廃止

各施設（道路・港湾・河川）に
おける障害物除去
除去された障害物の集積、
処分
交通規制
道路・海上・空中輸送の実施
輸送対策

10 災害時の警備対策 被災地域における災害警備 × 本調査では非対象とする。

飲料水、生活用水の供給
食料の供給
生活必需品の供給
救援物資の受け入れ
応急危険度判定
住宅の確保
応急仮設住宅の建設
住宅の確保

上下水道 ○
ライフラインの復旧をするための救援
が必要。

⇒ 8.上下水道の稼働状況の把握

地震津波により市町村が管理・運営する上下水道の稼働不
全が発生する可能性があります。これら発生概況を収集する
手段として考えられる以下の手段・しくみについて、その必
要性をお答えください。

電気・電話・ガス
道路・橋梁
河川・海岸・指定地
鉄道
その他の公共施設
石油類等の危険物施設
毒物劇物保管施設
高圧ガス製造施設
放射性物質保管施設
危険物等流出対策

本調査では非対象とする。

×

×

⇒

⇒

⇒

①被害の概況、②人的被害、③建物被
害に分けて問うこととする

活動の実態を踏まえ、救急・救助活動
と行方不明者捜索を一体で問うこと
とする。

本調査では非対象とする。

道路・海上・空路の一体となった啓開
作業作業に必要な情報として一体で
問うこととする。

避難所等に避難した住民の救援とし
て一体で問うこととする。

本調査では非対象とする。

14 公共機関・施設の応急対策

15 危険物施設等応急対策 ×

発災後は、すみやかに避難者への飲料水、食料等の支援が
必要となりますが、定められている避難所以外への供給が
必要となる事態も想定されます。物資輸送の計画立案のた
めの情報を収集する手段として考えられる以下の手段・しく

12 被災建築物・宅地安全対策
×

13 住宅対策

○

6.緊急輸送経路（道路、
港湾、空港）等における
津波がれきや崩壊土砂
による閉塞状況（位置、
規模）、施設損壊有無等
の把握

発災後は、津波によって生じた建物等のがれき、地震の揺れ
による土砂崩落、落橋などにより道路や港湾等が閉塞する
可能性があり、人命救助、物資輸送に大きな影響を及ぼしま
す。これら発生概況を収集する手段として考えられる以下の
手段・しくみについて、その必要性をお答えください。9 緊急輸送経路の確保・輸送実施

11
生活救援対策（食料・給水・生活物資供
給）

○

7.避難所、孤立集落、自
主避難場所の避難者救
援のための水や食料等
の物資輸送計画（物資

7 警戒区域の設定・避難活動・避難所運営

8 障害物除去

5.要救助者、傷病者、行
方不明者の発生概況の
把握

地震津波発災後は、建物に取り残されている要救助者、地震
津波による傷病者の早期救出、行方不明者の捜索が必要に
なります。これら住民等の発生概況を収集する手段として考
えられる以下の手段・しくみについて、その必要性をお答え
ください。

5 救急救助・医療救護

6 行方不明者の捜索及び遺体の処理・埋葬

2 被害情報の収集・伝達・報告・広報・広聴 ○

4 消防活動

○

被害の調査
被害の伝達・報告

（2）アンケートの実施

•地震津波避難対策特別強化地域（道内３９市町）を対
象としたアンケート調査を実施した。

•調査はMicrosoft Formsによるweb形式のアン
ケートで実施した。また、webで回答できない自治
体に対応するため、エクセル形式での設問ファイルも
作成した。

《地域防災計画で示されている初動活動を踏まえたアンケート設問検討》

《webアンケート画面》

•特別強化地域に指定されている39市町のうち、
30市町から回答を得た。



「第2章 資料収集・整理」の結果を踏まえ、初動対応に必要な情報を整理した。

P6第3章 地震・津波災害時に必要な情報の収集・共有方法に関する検討

３－1. 初動対応時情報の整理

•特別強化地域に指定されている39市
町を対象に実施したアンケート調査結
果を整理、分析した。

•事象毎に情報収集手段別の必要度を聞いた結果、関係機関情報共有、役場施設情報伝達、消防団情報伝達、
避難所情報伝達といった「人」を介する方法の必要度は高い。

•テレビ、ラジオといったマスメディアについてもすべての事象で必要度は高い傾向。
•一方で、SNSの必要度はすべての事象に対して低い。
⇒情報の信頼性への懸念がある一方、ピンポイントで情報が入手できるといったメリットが認知されており、

ファクトチェックされた情報であれば活用される可能性が高い。
•カメラ画像、上空映像は事象によって必要度に高低が見られる。
•衛星解析画像については全体的に必要度が低い。
⇒衛星解析画像への回答は、情報の使い方、読み取り方への不安が現れており、実際の活用例などが理解さ

れれば活用される可能性が高い。

非常に
必要
＋

必要

災害事象の概況が把握でき，情報の収集が可能となるため

地域を特定した避難状況、渋滞情報や被害状況、救助要請を把握すること
が可能であるため

災害規模など全体の様子を確認するうえで、外部からの情報は非常に重
要

目の行き届かない場所等での状況についての情報が、画像とともに早期
に発信されることに期待できる。

様々な手段により被害状況を把握したいと考えているため。

町内各地区住民の発信内容を活用

SNS等についてはデマや情報の真偽性の担保が難しいため、信頼ある情
報ソース、連絡体制の確立が必要。

一定程度情報の収集に利用できるツールとなりますが、信憑性に欠ける
情報の拡散は課題が残ります。

情報の正確性に疑問が残るが規模及び状況を把握する判断材料として有
用と考える

津波の様子などを映像として挙げている場合もあるので一つの情報手段
としては有効だと考える。

ファクトチェックが働いた情報であれば有益と考える

どちらで
もない

＋
不要

偽情報含め、情報の分析に多大の労力を有する

SNS上の情報はデマも多いと聞いていることから、真偽を見分けるのが
難しいことが想定されるため、あまり重要と捉えていません

小規模自治体のため情報量が期待できない

住民からの被害報告を直接把握できる可能性があるが、フェイクかどうか
を判断できない

正しい情報であるかの判断が困難であるため。

地域住民の居住規模を考えると、必要性を大きく感じない

住民の被害等を把握することができるが正確性に欠ける可能性があるた
め

SNSの投稿内容は、情報の真偽を判断しなければならないため、概況の
把握には適さない。

不正確な情報が容易に出回るため。

悪質なユーザー（通称インプレゾンビ）等による、収入を目的とした投稿が
増加しており、適切な情報収集が困難なため

初動対応時は、虚偽の発言も予測され、混乱を招くおそれがあるため不要

どちらで
もない

＋
不要

町村レベルではあまり必要性は感じられない。

衛星映像の必要性を感じない（上空ヘリ等の映像で十分ではないか）

専門的な解析画像であり、活用できるか分からない。（解説付きであれば
活用の可能性はある。）

解析映像を読み取るような知識やノウハウがないため。

現場の様子などが見れるものではなく、範囲が広すぎるため。

《アンケート調査結果まとめイメージ》

《アンケート調査結果集計例》

《事象ごとの各情報収集手段別の必要度》

《SNSの必要性に関する回答の理由》

《衛星画像の必要性に関する回答の理由》



P7第3章 地震・津波災害時に必要な情報の収集・共有方法に関する検討

3－2. 情報共有方法の検討

（１）情報収集・提供に関わるシステムの現状把握

•過年度業務における整理結果を踏まえ、道内の関係機関が防災上収集、提供している情報、当該情報の共有・提供システムの現状を再整理した。

（1）D-Sys：
防災情報共有シス
テム（北海道開発
局）

• 北海道開発局が防災関係機関の情報を一元化し、自治体がリアルタイムに情報
共有することが可能なシステムを構築することとして整備を進めたシステム。

• 地域の防災（Disaster Prevention）を目的として国・北海道・市町村・関係
機関の相互協力に基づき、光ケーブルを用いた高速ネットワーク基盤（地域防
災情報共有WAN）に相互接続し、各々の所有している防災情報を共有。

（2）除雪機械等情
報管理システム（北
海道開発局）

• 北海道開発局が保有する除雪機械等の移動型車載端末からリアルタイム発信
する各種作業情報を、北海道開発局が整備する無線LAN又は民間の通信イン
フラを介して集約的に蓄積・管理することを目的としたもの。

（3）道路情報提供
システム（国土交通
省、北海道開発局）

• 一般利用者向けに道路情報を提供する「北海道地区道路情報」を運営していた
が、2023年4月に、全国版の「道路情報提供システム」に統合

• 国道、道道の通行規制情報のほか、国道に設置されている一部のCCTVカメラ
画像、道路気象テレメータデータが提供されている。

（4）北海道地区道
路情報 管理者サイ
ト（北海道開発局）

• 「北海道地区道路情報 管理者サイト」は、北海道開発局が設置しているすべて
のCCTVカメラの静止画像の他、道路情報板表示内容、除雪機械位置等が把
握可能。

• 一般非公開

（5）災害対策用ヘ
リコプター「ほっか
い」（北海道開発局）

• 平成９年１月に導入開始し、現在の機材は平成３１年3月に導入され、現地画像
情報をリアルタイムで収集し、伝達する体制を整備。上空から初期情報の収集、
伝達に利用され、応急復旧作業や災害対策に広く活用。

• 垂直デジタルスチールカメラによる静止画撮影や可視カメラ（ 動画）又は赤外
線カメラで撮影した画像を、ヘリサット（ 衛星回線）を経由し、画像伝送するな
ど情報収集・伝達機能を備えている。

（6）統一河川情報
システム（北海道開
発局）

• レーダやテレメータによる流域の降雨量、河川水位、水質データ等の情報を一
括に処理し、データの収集と提供を全国的な規模で行えるように構築したもの

• 「川の防災情報」として、インターネットで一般公開

（7）北海道防災情
報システム（北海
道）

• 従来の防災情報システムは、H23.5から運用を開始し、道と市町村をネット
ワークで結び、気象情報を市町村へ伝達しているほか、ホームページやメール
で道民や防災関係機関へ防災情報を発信。

• H26.７からＬアラートを活用したテレビ・ラジオ等への情報配信を開始。
• 令和3年、老朽化に伴うサーバ等の更新、地図機能や多言語化など新たな機能

を付加した新システムへ移行。

•過年度業務では、回線やPC環境の点から閲覧できないことがあるといっ
た問題に対応するため、新たな情報共有システムの設置を提案。しかしな
がら費用面に課題。

•また、新総合防災情報システム（SOBO-WEB）の運用が始まるなど、新た
なシステムの構築は利用者の負担となる懸念。

•当面は、北海道、北海道開発局の各防災システムを継続的に運用

•被災時の課題や、自治体のニーズに対応可能な外部システムの活用
を検討。

•D-sysの付加機能としてSNSを用いた情報収集サービスを導入し、D-
sysを利用している関係機関が参照できるようすることを検討。

（課題） ・D-sysは閉鎖されたWAN（Wide Area Network）に構築さ
れており、外部（インターネット）との接続が困難

•各自治体独自で活用することを念頭に、自治体アンケートにおけるSNS情
報の活用に対する課題の解決に資するウェビナーを開催した。

•また、令和６年4月より
新総合防災情報システ
ム（SOBO-WEB）が運
用開始。各省庁、地方自
治体等の約1,900機関
が利用し、EEI（災害対
応基本共有情報）に基づ
き情報を集約。



P8第3章 地震・津波災害時に必要な情報の収集・共有方法に関する検討

3－2. 情報共有方法の検討

（2）最新技術に関する情報収集・整理

•AI技術などの最新技術に関する情報を収集し、これらが初
動対応時の情報収集・共有に有効活用できるか、災害事象
の検知に応用できるかなど、その可能性について検討した。

《AI技術の分類》

内閣府
AI戦略2022

社会実装の充実に向けた新たな目標が設定され、パンデミックや大規模災害等の差し

迫った危機への対処のための取組を具体化。「国家強靭化のためのAI」の確立を目標
とした、「洪水・土砂災害の予測システム等の構築に向けた研究開発推進」や「インフラ
データベースの構築」等がある。

国土交通省
インフラ分野の
DXアクションプ
ラン

令和 2年 7 月に設置されたインフラ分野のDX推進本部は、各分野における施策を洗
い出し、取組や実現のための具体的な工程（2025 年度まで）、利用者目線で実現でき
る事項をとりまとめた「インフラ分野のDXアクションプラン」を策定。「災害把握・復旧」
に関する施策は、「画像解析」「機械学習・AI」等がある。その他AI関連は「自然言語処
理・生成AI」も項目としてあるものの、施策としてはまだない状態。

《AI技術の分類インフラ分野におけるAI活用に関する【政策動向》

•AI技術を活用した防災支援の事例として、LINEの「AI防災支援システム」、「Spectee Pro」
などがある。 いずれも「人・地点」単位の情報であり、従来の固定カメラ等では把握できない事
象を認知することが可能である。

《LINE 「AI防災支援システム」》 《「Spectee Pro」》

•インフラ分野におけるAI活用については、画像解析等の異常や変状等の抽出
の自動化、予測に関する取り組みが多い

•一方で、防災分野においては、チャットボットの活用等のテキストや音声をベー
スにした相互コミュニケーション関係の取組が多い

•また、生成AIに関しては各社が色々な取り組みをしている一方で、検索以外の
活用においては技術的な課題もまだ多く、インフラや防災分野における活用や
導入は途上である。

•長期的なAI、生成AIの活用方策として、地域防災計画のレビューや策定、生成
AIによる災害対応オペレーション支援などへの活用が考えられる。

生成AIに各組織のBCPや災害対応マニュアル、過去の災害対応オペレーションを学習させる。
生成AIが気象情報等各種必要な情報を収集し、状況を判断し、BCPやマニュアルに基づいたオペ
レーションの助言を行う など

《生成AIによる災害対応オペレーション支援イメージ》



気候、地域特性等の北海道の特徴を踏まえて初動対応を行う上で必要としている情報を把握するため、北海道の地震津波避難対策特別強化地域（道内３９市町）
の市町村ならびに北海道・自衛隊・警察等関係機関を対象にアンケート・ヒアリング調査を行った。

P9第2章 資料収集・整理

2－2. 関係機関が必要とする情報の把握

2－2－２. 関係機関アンケートの実施

（１）防災関係機関の初動対応時の活動を踏まえた設問の検討

•後述の陸海空タイムラインでは各機関の連携を明らかにすることが重要である。そこで、各
機関の連携ニーズを把握することを念頭に置いたアンケート調査を実施することとした。

•回答の参考となるよう、各機関の概要や所掌の一覧を作成するとともに、3-1で整理した
災害初動期の活動内容（タスク）例を一覧にまとめ別紙資料として配布した。

（2）アンケートの実施

•別途準備・検討を進めている「陸・海・空タイムライン図上演
習」への参加を依頼する予定の機関を対してアンケート調査
を実施した。

•調査はMicrosoft Formsによるweb形式のアンケートで
実施した。また、webで回答できない自治体に対応するため、
エクセル形式での設問ファイルも作成した。

•Webで21機関、エクセルファイルで10機関から回答を得た。

《webアンケート画面》

自治体
苫小牧市市民生活部 危機管理室、
釧路市防災危機管理監および総務部 防災危機管
理課

港湾
管理

苫小牧港管理組合、釧路市水産港湾空港部 港湾
空港課

北海道

総務部 危機対策局 危機対策課 海溝型地震対策
室、消防係、
総合政策部 航空港湾局 航空課 空港運営・港湾
担当、
建設部 建設政策局 維持管理防災課、
胆振総合振興局、釧路総合振興局

警察
北海道警察本部 交通部 交通規制課、警備部 警
備課

消防
苫小牧市消防本部 警防課、釧路市消防本部 警防
課

関係
協会

北海道建設業協会、
留萌・釧路・旭川・札幌・帯広・小樽建設業協会、
北海道港湾空港建設協会、日本埋立浚渫協会北
海道支部、
全国浚渫業協会北海道支部

自衛隊

陸上自衛隊 北部方面総監部 防衛部 防衛課 運用
班、
海上自衛隊 大湊地方総監部 防衛部第３幕僚室、
航空自衛隊 北部航空方面隊司令部 防衛部運用
課運用２班

電気・
通信

北海道電力株式会社 総務・環境部 防災グループ、
株式会社ＮＴＴドコモ 北海道支社 ネットワーク部
災害対策室

空港
北海道エアポート株式会社 安全推進室安全推進
課、新千歳空港事業所、釧路空港事業所

開発局

北海道開発局
建設部 道路維持課、港湾空港部 空港・防災課

室蘭開発建設部
築港課、道路防災推進官、道路整備保全課、防

災課
釧路開発建設部
港湾施工管理官、築港課、道路防災推進官、
道路整備保全課、防災課

《調査対象機関》 《設問の構成》

回答者属性
所属機関

役職

所属機関の
応急対策活
動

大規模災害（地震・津波）の応急対策活動（特に初動期の１週
間）で担当する業務

大規模災害（地震・津波）の応急対策活動（特に初動期の１週
間）に関わる計画やマニュアル有無（公表しているもの）

大規模災害（地震・津波）の応急対策活動（特に初動期の１週
間）に関わる計画やマニュアル有無と概要（未公表のもの）

関係機関と
の連携につ
いて

大規模災害地震・津波災害発災後の初動対応を円滑かつ迅速
に進めるにあたり、連携することが望ましいと考える関係機関
と、その連携内容（最大6つの組み合わせ）
・関係機関①
・相手となる機関②
・①と②の連携による活動内容
・上記連携の理由

冬期発災時
の課題につ
いて

「冬」の影響で、災害初動対応が、停滞したり、緩慢になるよう
な懸念点

「冬」に大規模災害（地震・津波）が発災することを想定して、準
備・計画していること

「冬」の影響による災害初動対応の停滞や緩慢を関係機関が連
携することで解消できるのではないか、という観点で、連携す
ることが望ましい関係機関と、その連携内容（最大6つの組み
合わせ）
・関係機関①
・相手となる機関②
・①と②の連携による活動内容
・上記連携の理由

その他



「2-2 資料収集・整理」の結果を踏まえ、初動対応に必要な情報を整理した。

P10第4章 地震・津波災害時の初動対応における課題及び対応策等の検討

4－1. 初動対応における課題の検討

•連携の提案が多かった内容は、「道路啓
開」に関する内容が最も多い。次いで、
「災害時物流」に関するもの、「情報共
有」、「救命救助」、「ライフライン復旧」の
順に提案が多かった。
⇒提案が多かった項目はそれぞれが密

接に関わるものであり、タイムライン
や具体の連携方法について重点的に
検討することが必要と考えられる。

《連携内容別提案件数》

《機関別連携提案数》

•連携対象として多く挙げられた機関
は「道路管理者」が最も多い。次いで、
「被災市町」、「北海道・振興局」、「自
衛隊」が多く挙げられた。
⇒道路啓開を行う道路管理者を中心

に、各種情報の共有、作業連携を
円滑に進め、救命救助の迅速化、
物資輸送等の円滑化を図るための
体制構築が必要と考えられる。

•2-2-2の関係機関アンケート調査結果を取りまとめた。
•取りまとめにあたっては、各機関ごとに整理するとともに、連
携内容と連携の相手が一覧で把握できるよう星取表でも整理
し、後述の図上演習でも活用できるようにした。

《関係機関アンケート取りまとめ例》



道路、港湾、空港の各部門の啓開計画（タイムライン）について、整合性を確認するとともに、陸海空総合的なタイムラインの骨格となるように、各部門の主要な防
災行動を連結した。検討にあたっては、主に以下に示す陸海空の啓開・BCPに関する既計画を時間軸で横並びにして整理した。

P11第4章 地震・津波災害時の初動対応における課題及び対応策等の検討

4－2. 総合的な啓開手順の検討

上記の既計画を踏まえ、災害シナリオを整理した。（１） 災害シナリオの整理

【共通】 マニュアル－H6.3日本海溝・千島海溝沿い超巨大地震災害初動マニュアル（第3版）（令和6年3月）

【陸】道路啓開計画－北海道道路啓開計画（第２版）（令和4年12月）

ー胆振・日高地方道路啓開計画（初版）（令和5年3月）、釧路根室地方道路啓開計画（初版）（令和5年1月）

【海】個別港湾ＢＣＰ－北海道太平洋側港湾BCP（平成30年7月、北海道太平洋側港湾 BCP 策定検討会）

道央圏港湾BCP（第３版） （令和2年5月、道央圏港湾連携による防災機能強化方策検討会）

苫小牧港港湾BCP 地震・津波編（令和3年3月改訂、苫小牧港管理組合）

釧路港港湾BCP（令和3年3月改訂、釧路港港湾BCP協議会）

【空】個別空港ＢＣＰ－新千歳空港A２－BCP（令和5年8月1日、北海道エアポート株式会社）

－釧路空港A２－BCP（令和5年8月1日、北海道エアポート株式会社）

＜H6.3日本海溝・千島海溝沿い超巨大地震災害初動マニュアル＞

◆震度と津波の高さ

◆津波到達時間（津波高＋1m）



P12第4章 地震・津波災害時の初動対応における課題及び対応策等の検討

＜R4.12北海道道路啓開計画（第2版）＞ ＜R5.1釧路・根室地域道路啓開計画（初版）＞

＜R5.3胆振・日高地域道路啓開計画（初版）＞

＜H30.7北海道太平洋側港湾BCP＞ ＜R2.4道央圏港湾BCP（第3版）＞

＜R3.3釧路港港湾BCP≪計画・検討編≫＞

＜R3.3苫小牧港港湾BCP（地震津波編）（第3版）＞
＜R5.8釧路空港事業継続計画（A2-BCP）＞ ＜R6.4新千歳空港事業継続計画（A2-BCP）＞



P13第4章 地震・津波災害時の初動対応における課題及び対応策等の検討

＜陸海空の統合啓開タイムラインの想定地震・津波一覧＞

項目 H6.3日本海溝・千島海溝沿い超
巨大地震災害初動マニュアル
（第3版）
（P1-2・5～13）

R4.12北海道道
路啓開計画（第
2版）（P1・4）

R5.1釧路・根室
地域道路啓開
計画（初版）
（P2-5）

R5.3胆振・日高
地域道路啓開
計画（初版）
（P5・6）

北海道太平洋
側港湾BCP－第
4版－（暫定版）
（P1・2）

R2.5道央圏港湾
ＢＣＰ
（第3版）（P4）

H26.3釧路港港
湾BCP≪計画・
検討編≫（R3.3
一部追記）（P5）

R3.3苫小牧港港
湾BCP（地震・津
波編）(第3版）
（P2-1～8）

R5.8釧路空港事
業継続計画
（A2-BCP）
（P11）

R6.4新千歳空港
事業継続計画
（A2-BCP）
（P11・12）

地
震

震源 ◆日本海溝
（三陸・日高
沖）：青森県東
方沖、岩手県
沖、三陸沖

◆千島海溝
（十勝・根室
沖）：十勝沖、釧
路沖、根室半島
南東沖、北海道
東方沖、択捉島
南東沖

・太平洋側
① 根室沖・釧路
沖の地震
② 十勝沖の地
震
③ 三陸沖北部
の地震

・太平洋側
① 根室沖・釧路
沖の地震
② 十勝沖の地
震
③ 三陸沖北部
の地震

・太平洋側
① 根室沖・釧路
沖の地震
② 十勝沖の地
震
③ 三陸沖北部
の地震

－ － － ・海溝型地震：
日本海溝
・断層型地震：
石狩低地東縁
断層帯南部・苫
小牧市直下型

根室沖・釧路沖
地震

石狩低地東縁
断層帯主部と南
部が連動する地
震

マグニチュード M9.1 M9.3 M9.3 M9.3 M9.3 － － － ・海溝型M9.1
・直下型
石狩低地M7.7
苫小牧：M6.5

M8.3 M8.2

最大震度 ・広尾町より西
側の地域にお
いて震度5 弱
以上

・浜中町、厚岸
町、えりも町で
震度7
・浦河町より東
側の地域で
震度6 強

・浜中町、厚岸
町、えりも町で
震度7
・浦河町より東
側の地域で
震度6 強

・浜中町、厚岸
町、えりも町で
震度7
・浦河町より東
側の地域で
震度6 強

・浜中町、厚岸
町、えりも町で
震度7
・浦河町より東
側の地域で
震度6 強

・室蘭港、苫小
牧港、函館港、
十勝港、釧路港、
根室港：震度5
弱以上

・道央圏港湾
（室蘭港、苫小
牧港、小
樽港、石狩湾新
港、白老港）：震
度 5 弱以上

・釧路地域：震
度5 弱以上

・海溝型地震：
震度5弱
・断層型地震：
震度6強以上

・震度６強 ・最大震度７
・震源深さ３㎞

出典 ・R4.3内閣府巨大地震モデル検
討会最終報告

・R3.7北海道津
波浸水想

・R3.7北海道津
波浸水想定

・R3.7北海道津
波浸水想定

・H24北海道津
波浸水想定

－ － ・R2.4日本海溝・
千島海溝沿い
の巨大地震モデ
ル検討会津波
想定

－ －

津
波

津波の高さ
※太平洋沿岸

・大津波警報
10ｍ超 北海道
太平洋沿岸西
部～東部

・大津波警報
10ｍ超 北海道
太平洋沿岸中
部～東部
・大津波警報10
ｍ北海道太平
洋沿岸西部

・大津波警報
10ｍ超 北海道
太平洋沿岸中
部～東部
・大津波警報10
ｍ北海道太平
洋沿岸西部

釧路市20.3m 苫小牧市9.7m ・室蘭港、苫小
牧港、函館港、
十勝港、釧路港、
根室港：津波警
報発表以上

・道央圏港湾
（室蘭港、苫小
牧港、小樽港、
石狩湾新港、白
老港）：津波警
報以上が発表

・北海道太平洋
沿岸東部：津波
警報以上が発

・海溝型地震：
最大10m程度
・断層型地震：
発生しない

・釧路市地域防
災計画内の津
波ハザードマッ
プ外の為想定無
し

津波到達時間 ・日高東部10
分未満
・日高西部～
胆振東部
20～50分
・胆振西部60
分以上
・釧路～根室
納沙布岬
30～40分
・根室納沙布
岬以北
100分以上

・日高地方
20～50分
・胆振東部（伊
達市まで）
20～50分
・胆振西部
60分以上
・釧路西部～根
室納沙布岬0～
20分
・根室納沙布岬
以北
0～60分

・日高地方
20～50分
・胆振東部（伊
達市まで）
20～50分
・胆振西部
60分以上
・釧路西部～根
室納沙布岬0～
20分
・根室納沙布岬
以北
0～60分

－ － － － － ・第1波43分（苫
小牧市）

－

出典 ・R3.7北海道津波浸水想定
・R4.7・12北海道被害想定

・北海道地震被
害想定結果

・北海道地震被
害想定結果

・北海道地震被
害想定結果

－ － － ・北海道地震被
害想定結果

・北海道地震被
害想定結果

・千歳市地域防
災計画



P14第4章 地震・津波災害時の初動対応における課題及び対応策等の検討

■想定災害発生日時
・日 時：２０××年１月××日（水曜日）１４時００分に地震発生・・・厳冬期の平日

■想定地震（図－１，２）
・出典：内閣府『日本海溝・千島海溝巨大地震モデル検討会最終報告』（令和4年3月22
日）
・震 源：日本海溝・千島海溝（連動型）
・震 度：最大震度７

■想定津波高さ（図－３, 表－１）
・出典：北海道防災会議地震火山対策部会地震専門委員会

津波浸水想定設定ワーキンググループ（第３回）（令和3年7月19日）
北海道太平洋沿岸における津波浸水想定について

・海岸線における最大津波高
胆振・日高：7.7m～26.0m（苫小牧市：9.7m）
釧路・根室：4.3m～26.5m（釧路市：20.3m）
・津波到達時間（第1波到達時間） ※苫小牧市：40分、釧路市：28分
胆振：38分～74分、日高：23分～32
釧路：24分～33分、根室：2分～60分

■想定津波浸水エリア（図－４）
・出典：北海道公表（令和3年7月19日、令和5年2月20日）

以上より、釧路地域及び苫小牧地域における災害シナリオは以下の通り。

＜釧路地域＞ ＜苫小牧地域＞

■想定災害発生日時
・日 時：２０××年１月××日（水曜日）１４時００分に地震発生・・・厳冬期の平日

■想定地震（図－１，２）
・出典：内閣府『日本海溝・千島海溝巨大地震モデル検討会最終報告』（令和4年3月22
日）
・震 源：日本海溝・千島海溝（連動型）
・震 度：最大震度７

■想定津波高さ（図－３, 表－１）
・出典：北海道防災会議地震火山対策部会地震専門委員会

津波浸水想定設定ワーキンググループ（第３回）（令和3年7月19日）
北海道太平洋沿岸における津波浸水想定について

・海岸線における最大津波高
胆振・日高：7.7m～26.0m（苫小牧市：9.7m）
釧路・根室：4.3m～26.5m（釧路市：20.3m）
・津波到達時間（第1波到達時間） ※苫小牧市：40分
胆振：38分～74分、日高：23分～32分
釧路：24分～33分、根室：2分～60分

■想定津波浸水エリア（図－４）
・出典：北海道公表（令和3年7月19日、令和5年2月20日）

＜釧路地域＞ ＜苫小牧地域＞

＜共通＞



P15第4章 地震・津波災害時の初動対応における課題及び対応策等の検討

前項の既計画を踏まえ、被害想定を整理した。（2） 被害想定の整理
＜釧路地域＞ ＜苫小牧地域＞

○定量的な被害想定
・建物被害：津波や揺れ等による全壊棟数、火災による被害、流氷被害 等
・人的被害：火災による死者数、要救助者等
・生活への影響：避難者数、要配慮者数等
・インフラ・ライフライン被害：道路、水道、電力等

○定性的な被害想定
・建物被害：ブロック塀・自動販売機等の転倒
・人的被害：津波や建物倒壊よる死者数、低体温症要対処者数、負傷者数、災害関連死 等
・生活への影響：保健衛生等・帰宅困難者
・インフラ・ライフライン被害：鉄道、空港、通信等
・その他施設等の被害：災害廃棄物等、道路閉鎖等

○定量的な被害想定
・建物被害：津波や揺れ等による全壊棟数、火災による被害、流氷被害 等
・人的被害：火災による死者数、要救助者等
・生活への影響：避難者数、要配慮者数等
・インフラ・ライフライン被害：道路、水道、電力等

○定性的な被害想定
・建物被害：ブロック塀・自動販売機等の転倒
・人的被害：津波や建物倒壊よる死者数、低体温症要対処者数、負傷者数、災害関連死 等
・生活への影響：保健衛生等・帰宅困難者
・インフラ・ライフライン被害：鉄道、空港、通信等
・その他施設等の被害：災害廃棄物等、道路閉鎖等

＜釧路市・釧路町周辺の定性的ハザードマップ＞ ＜苫小牧市周辺の定性的ハザードマップ＞



P16第4章 地震・津波災害時の初動対応における課題及び対応策等の検討

（3） 陸海空総合的なタイムライン骨格の検討

道路、港湾、空港の各部門の啓開計画（タイムライン）について、整合性を確認するとともに、陸海空総合的なタイムラインの骨格となるように、各部門の主要な防
災行動を連結した。検討にあたっては、既計画からタイムラインを抽出し、時間軸、トリガー情報、関係機関、対応項目等の確認の上、連携強化が必要な課題の抽出
を行い、陸海空総合的なタイムラインの骨格を整理した。

① 道路啓開計画に関する整理

＜R4.12北海道道路啓開計画【第2版】＞ ＜R5.3胆振・日高地域道路啓開計画（初版）＞

＜R2.4釧路・根室地域道路啓開計画（初版）＞



P17第4章 地震・津波災害時の初動対応における課題及び対応策等の検討

② 港湾BCPに関する整理
＜北海道港湾における３つの港湾BCPの位置づけ＞ ＜H30.7北海道太平洋側港湾BCP－第4版－（暫定版） ＞

＜R2.5道央圏港湾BCP－第3版－＞ ＜R3.3釧路港港湾BCP＞



P18第4章 地震・津波災害時の初動対応における課題及び対応策等の検討

② 港湾BCPに関する整理
＜R3.3苫小牧港港湾BCP（地震･津波編）－第3版－＞



P19第4章 地震・津波災害時の初動対応における課題及び対応策等の検討

③ 空港BCPに関する整理
＜釧路空港事業継続計画（A2-BCP） ＞

＜新千歳空港事業継続計画（A2-BCP） ＞

内容項目

発災、0.5時間、1時間、2時間、12時間、24時間、48時
間、72時間

想定時間

－災害シナリオ

【12時間までに開始】
関係各所との情報共有
点検（運行状況、灯電、施設、保安・無線施設）
工事業者への協力要請、応援職員の派遣要請
施設の復旧作業、開発局への協力要請
救急物資・人員輸送の受入れ機能回復
被害確認・受入制限
スポット配分検討、発着便の調整
救急・救命活動の拠点化、利用者の避難誘導
電力会社への復旧要請
非常用電源設備の運転
航空輸送能力の確認
燃料在庫量確認

活動事項（対処行動）

【12時間以降に開始】
物資調達
燃料在庫量確認・使用量調整、石油元売業者との調整
燃料確保要請、タンカリング実施
バス・タクシー各事業者への協力要請

新千歳空港事務所
（CAB新千歳空港事務所）
（空港ターミナルビル）
北海道運輸局
JR北海道
千歳空港給油施設㈱
エアライン
グランドハンドリング
千歳空港モーターサービス㈱

関係機関

啓開拠点（人員・資機材等）としての対応
※旅客機による人員、ヘリコプター等による人員・資
機材の受入・調整

連携強化が必要と思われ
る課題

【↑想定ハザード（ブラックアウト）
解消タイムライン】

【↑想定ハザード（基本施設、航空保安施
設の機能喪失・低下）解消タイムライン】

【←想定ハザード（空港アクセス喪失）
解消タイムライン】



P20第4章 地震・津波災害時の初動対応における課題及び対応策等の検討

④ 陸海空総合的なタイムラインの骨格を整理
前項までの整理を踏まえ、陸海空総合的なタイムラインの骨格を整理した。

【空】【海】【陸】【統合（案）】

時間関係機関段階災害シナリオ想定時間(目安)段階（ステージ）

－

【3時間】初動体制の構築フェーズⅠフェーズ1

地震発生
大津波・津波警報発表

0ｈステージ１

0.5時間

津波到達
津波警報発表中

30minステージ2

1時間

2時間

12時間

24時間津波警報解除
24ｈステージ3

津波注意報に移行※3

道路啓開開始

36時間

【48時間】緊急点検～復旧方針の決定フェーズⅡフェーズ2
－48ｈステージ4

48時間

72時間

【6～10日】応急復旧～受入体制構築フェーズⅢ

フェーズ3－72ｈステージ5

フェーズ4道路啓開完了
7日以降ステージ6

フェーズ5応急復旧完了
－

－－

緊急物資・エネルギー輸送の開
始

フェーズⅣ

フェーズ6－－

フェーズ7

フェーズ8



P21第4章 地震・津波災害時の初動対応における課題及び対応策等の検討

＜陸海空総合的タイムラインの骨格＞



4-2の結果をもとに初動対応を行うにあたり、現在までに締結された災害協
定先、協定内容の不足点を抽出し、追加すべき協定先や補完すべき協定内容を
検討した。

貸与資料に基づき、北海道開発局及び各開発建設部で締結している災害協
定のうち、陸海空の啓開に関わることが想定される協定は下表の通りである。

抽出にあたっては、啓開作業に大きく関わらない河川、道の駅防災拠点化・
防災用備蓄資機材・情報提供装置等以外で整理を行った。

P22第4章 地震・津波災害時の初動対応における課題及び対応策等の検討

4－3. 協力体制に関する検討 ＜北海道開発局における災害協定先一覧（概要）＞

＜北海道開発局及び各開発建設部で追加すべき協定先及び補完すべき協定内容一覧＞

協定の名称（概要） 締結の相手 備考

道路啓開に関する協定 振興局 釧路のみ

自治体 釧路のみ

建設業協会 釧路のみ

災害応急対策業務に関する協定 建設コンサルタンツ協会

建設業協会

一社）プレストレスト・
コンクリート建設業協会 橋梁

一社）日本橋梁建設協会 橋梁

石油類燃料の供給等に関する協定 石油業協同組合
※札幌開建、室蘭開建など

災害対策用機械の出動等に関する協定 建設会社

緊急輸送に関する協定書 北海道旅客船協会

人員輸送車両の貸渡に関する協定 北海道地区レンタカー協会連合会

災害時等の相互協力に関する協定 建設業協会

振興局

海上保安庁第一管区海上保安本部

防衛省陸上自衛隊北部方面総監

土木学会等

道央圏港湾管理者 港湾

太平洋側港湾管理者 港湾

日本埋立浚渫協会 港湾

北海道港湾空港建設協会 港湾

日本海上起重技術協会 港湾

日本潜水協会 港湾

海洋調査協会 港湾

港湾技術コンサルタンツ協会 港湾

港湾管理者31市町村 港湾

港湾におけるＴＥＣ－ＦＯＲＣＥと連携した
水中部潜水調査業務に関する協定

社）日本潜水協会 港湾

災害情報等の収集に係わる航空機の運航
に関する協定

測量調査会社

協定の名称（概要） 締結の相手 備考

道路啓開に関する協定 振興局、自治体、建設業協会 釧路以外

石油類燃料の供給等に関する協
定

石油業協同組合 札建・室建以外

現地作業場所への石油類燃料の
供給等に関する協定

燃料輸送業者
※小型タンクローリー

－

重機等のオペレータ確保に関する
協定

建設業協会 －

地整毎

連番
局/事務所名 個別/一括 締結の相手 協定の名称 締結年

ｷｰﾜｰﾄﾞ

（複数選

択可）

ｷｰﾜｰﾄﾞ

（複数選

択可）

ｷｰﾜｰﾄﾞ

（複数選

択可）

ｷｰﾜｰﾄﾞ

（複数選

択可）

ｷｰﾜｰﾄﾞ

（複数選

択可）

1 北海道開発局（本局） 個別 海上保安庁第一管区海上保安本部 災害時等の相互協力に関する協定 2010年 相互協力 情報交換
映像情報

共有

2 北海道開発局（本局） 個別 北海道警察本部 防災情報の共有に係る協定 2005年 相互利用
映像情報

共有

3 北海道開発局（本局） 個別 東日本高速道路(株)北海道支社 防災情報の共有に係る協定 2005年 相互利用
映像情報

共有

4 北海道開発局（本局） 個別 防衛省陸上自衛隊北部方面総監 災害時等の相互協力に関する協定 2010年 相互協力 情報交換

5 北海道開発局（本局） 個別 防衛省陸上自衛隊北部方面総監 防災情報の共有に係る協定 2012年
映像情報

共有

6 北海道開発局（本局） 個別 国土地理院北海道地方測量部 防災情報等の相互交換に係る協定 2010年 情報交換

7 北海道開発局（本局） 個別 札幌管区気象台 防災情報の共有に係る協定 2004年 相互利用
映像情報

共有

8 北海道開発局（本局） 個別 北海道運輸局 防災情報の共有に係る協定 2009年 相互利用
映像情報

共有

9 北海道開発局（本局） 個別 北海道旅客鉄道(株) 防災情報の共有に係る協定 2006年
映像情報

共有

13 北海道開発局（本局） 個別 函館市外177市町村 北海道地方における災害時の応援に関する申合せ 2010年 支援 情報交換

14 北海道開発局（本局） 個別 朝日航洋株式会社　札幌航空支社 災害情報等の収集に係わる航空機の運航に関する協定 2010年
航空機（ﾍ

ﾘｺﾌﾟﾀｰ）
調査

15 北海道開発局（本局） 個別 北海道航空機株式会社 災害情報等の収集に係わる航空機の運航に関する協定 2010年
航空機（ﾍ

ﾘｺﾌﾟﾀｰ）
調査

16 北海道開発局（本局） 個別 中日本航空株式会社　札幌営業所 災害情報等の収集に係わる航空機の運航に関する協定 2010年
航空機（ﾍ

ﾘｺﾌﾟﾀｰ）
調査

18 北海道開発局（本局） 個別
一社）日本建設機械施工協会北海道

支部
北海道開発局所管施設等の災害応急対策業務に関する協定 2009年 応急復旧 施工業者

災害対策

用機械

20 北海道開発局（本局） 個別
一社）プレストレスト・コンクリー

ト建設業協会北海道支部

災害時における北海道開発局所管施設等の災害応急対策業

務に関する協定
2013年 応急復旧 施工業者

21 北海道開発局（本局） 個別
一社）全日本漁港建設協会及び同協

会北海道支部

災害時における北海道開発局所管施設等の災害応急対策業

務に関する協定
2013年 応急復旧 施工業者 その他

22 北海道開発局（本局） 個別
一社）建設コンサルタンツ協会北海

道支部
北海道開発局所管施設等の災害応急対策業務に関する協定 1999年 調査

コンサル

タンツ

23 北海道開発局（本局） 個別 北海道地質調査業協会 北海道開発局所管施設等の災害応急対策業務に関する協定 1999年 地質調査
コンサル

タンツ

24 北海道開発局（本局） 個別 一社）北海道土地改良設計技術協会 北海道開発局所管施設等の災害応急対策業務に関する協定 1999年 調査
コンサル

タンツ
測量

25 北海道開発局（本局） 個別 一社）北海道測量設計業協会 北海道開発局所管施設等の災害応急対策業務に関する協定 1999年 測量
コンサル

タンツ
調査

＜北海道開発局における災害協定先一覧のイメージ（貸与資料）＞



「第2章 資料収集・整理」、「第3章 地震・津波災害時に必要な情報の収集・共有に関する検討」、「第4章 地震・津波災害時の初動対応における課題及び対応策
等の検討」の結果を踏まえ、地震・津波災害時の総合的な啓開に重点をおいたタイムライン素案（4 事例）の作成を行った。
※タイムライン素案の事例は、2 市町村（都市部、地方部）を選定し、それぞれの市町村の夏季及び冬季におけるものとする。

P23第5章 タイムラインの作成

5－1. タイムライン素案作成

＜北海道太平洋沿岸地域の拠点港湾及び空港＞

＜選定理由ケース＞

地震・津波災害時の総合的な啓開に重点を置いたタイムライン素案の作成にあ
たり、検討対象地域の抽出を行った。

啓開タイムライン検討地域は、本業務目的である「日本海溝・千島海溝周辺海溝
型地震による地震・津波発生時における関係機関等が連携した迅速かつ効率的
な初動体制の構築に向けた検討を行うこと」を踏まえ、太平洋沿岸地域とした。

（１） タイムライン検討対象地域の抽出

また、啓開タイムラインが、分かりやすいモデルケースになるように、空港と港
湾が比較的に近接した地域を選定する必要があるため、函館、苫小牧、釧路の３
地域が該当する。

この３地域のうち、以下の理由により、発注者と協議の上、検討対象地域として、
苫小牧と釧路を選定した。

【選定理由】

・道路啓開計画が策定公表されていない函館地域を除外するため。

・特記仕様書では、「都市部と郊外部で２地域」とあるが、都市部と郊外部を以下
の定義とした場合でも、啓開タイムラインの有用性に大きな差異はないと考え
られるため。（右記例1～例3参照）

例1）空港と港湾を固定とし、対象市町を都市部と地方部に設定するケース

空 港：新千歳空港

港 湾：苫小牧港

都市部：苫小牧市

地方部：新ひだか町や白老町

被災地と空港・港湾へのリンク長（道路）が長くなるので、道路啓開の迅速性
は議論として重要となるが、空港と港湾としての役割は、都市部と地方部で大き
な差はないと考えられるため、啓開タイムラインのケーススタディとして、この地
域設定の優位性は低い。

例２）対象市町を固定とし、空港と港湾を都市部と地方部に設定するケース

都市部：釧路市 地方部：厚岸町

都市部空港：釧路空港 地方部空港：中標津空港

都市部港湾：釧路港 地方部港湾：根室港

地方部の検討が、各論に終始し、他地域へのモデルケースとなり得ないため
（地域特定が強いため他地域への適用性に欠ける）、啓開タイムラインのケースス
タディとして、この地域設定の優位性は低い。

例３）都市部と地方部の積雪寒冷地としての特性

都市部より、地方部のほうが、積雪寒冷地としての特性が強いか比較すると、
太平洋沿岸地域は、北海道内において比較的に少雪で温暖であり、都市部と地
方部で明確な差はないため、タイムラインのケーススタディとして、積雪寒冷地の
特性で地域を分ける観点に優位性は低い



P24第5章 タイムラインの作成

夏期及び冬期検討の必要性について、地震・津波に関する冬期の検討状況を
以下の通り整理した。

＜地震・津波に関する冬期の検討状況＞

・平成２４年に「津波対策委員会（委員長：関大河田教授）」（防災課）が開催。

・平成２５年に「雪氷期の津波沿岸防災対策検討会（座長：室工大木村教授）」
（開発調整課）が開催され、積雪寒冷地特性を踏まえた地震・津波対策を検討。

→路面積雪、路面凍結、流氷、アイスジャム、河川結氷、雪崩、吹雪、低温障害な
ど、啓開量の増大や、啓開作業の効率低下となる要因が多々あることが指摘。

・冬期要因を定量的に算定した既計画は僅かであり（※１）、啓開計画にいたっ
ては皆無。

（※１）「日本海溝・千島海溝沿いの巨大地震の被害想定について（北海道,R4）」
において、流氷が津波によって運ばれて建物を損壊する被害想定を盛り込んで
いる。しかし、現在、日本海側の被害想定を検討している「地震防災対策におけ
る減災目標設定に関するワーキンググループ（北海道）」においても有識者が学
術的な研究をしている段階である。

以上より、本業務における啓開タイムラインの冬期版を作成することは困難と
考えらえる。但し、冬期については、留意点を付記することで、啓開タイムライン
における啓開目標時期、運航再開時期が遅延するリスクがあること明示する。

（2） 夏期及び冬期の検討

第4章で検討した啓開タイムラインの骨格を踏まえ、「啓開タイムライン素案の
素案（案）」を作成し、陸海空に意見照会をかけ適宜修正した「啓開タイムライン素
案の素案」を作成した。意見照会先は以下の通り。

＜意見照会先＞

【陸】道路啓開・・・・本局道路維持課

（開建事業課含み、必要に応じて地方建設業協会）

【海】航路啓開・・・・本局空港・防災課

（開建築港課含み、必要に応じて建設業協会）

【空】空港BCP・・・・HAP、本局空港・防災課

（3） 啓開タイムライン素案（案）の作成



作成したタイムライン素案については有識者、関係機関等から意見徴収等行うので、その結果を反映したタイムライン案の作成を行った。

P25第5章 タイムラインの作成

5－2. タイムライン案作成（タイムライン素案の修正）

陸海空統合のタイムライン素案を、下記の関係機関に提示し意見聴取を行った。

＜関係機関＞

（１） 意見聴取を行う関係機関等の整理

関係機関 関連部署等 聴取内容

自治体 防災担当 啓開優先順位（避難後の救援先）

港湾管理担当 啓開優先順位

自衛隊 北部方面本部運用班 啓開作業の連携、分担

警察 各方面本部交通課 津波想定域への進入規制のあり方

各方面本部警備課 啓開作業の連携

消防 各地域道路防災連絡協議会
メンバー

啓開作業の連携

建設業協会 各地方建設業協会 啓開作業の体制

北海道 危機対策課
航空防災室

多数の観点（広域避難、支援物資分配、
線路横断等）

開建 事業課 地域に精通した意見

防災課 地域に精通した意見

有識者 － 方針等全般（アドバイス）

関係機関への意見聴取にあたっては、タイムラインだけをみても実効性の有無
の確認は困難であるため、平成22年の津波対策検討会で提案された行政機関
用の「定性的ハザードマップ」を作成し、啓開タイムライン素案をマップ上で時刻
歴で表現することでタイムラインの実効性を確認、課題の顕在化を図るものとし
た。

右表に示す通り、定性的ハザードマップには、震度分布や津波浸水想定区域の
ほか、ガレキ堆積等の被害想定、北海道の緊急輸送道路や内閣府具体計画の緊
急輸送ルート、概ね3日以内に道路啓開が必要な緊急啓開ルート、初動対応や道
路啓開の拠点や橋梁、製油所・油槽所、中核SS等の施設などを記載している。

次頁に釧路市と苫小牧市で作成した図面集を示す。

（2） 定性的ハザードマップの作成



P26第5章 タイムラインの作成

＜釧路市の定性的ハザードマップ等の図面集＞ ＜苫小牧市の定性的ハザードマップ等の図面集＞

出典：電子地形図25000（国土地理院）を加工して作成 出典：電子地形図25000（国土地理院）を加工して作成

定性的ハザードマップ（市街地版） 定性的ハザードマップ（市街地版）

津波避難ビル・
津波避難場所位置図

人口分布図 緊急啓開ルート図

緊急輸送道路緊急輸送ルート図 津波避難ビル・
津波避難場所位置図

人口分布図 緊急啓開ルート図

緊急輸送道路緊急輸送ルート図



P27第5章 タイムラインの作成

前項の定性的ハザードマップや事前に実施した関係機関へのアンケート調査結
果等の資料を活用し、関係機関への意見聴取を行った。

意見聴取の開催概要は以下の通り。

（3） 関係機関への意見聴取

●実施日時 令和6年12月18日（水）13時30分～17時00分（3時間30分）

●開催場所 釧路センチュリーキャッスルホテル 2階 平安の間

●参加機関 釧路市（防災、港湾管理、道路管理）8名
釧路空港管理者（北海道エアポート(株)）8名
北海道庁 8名
釧路総合振興局 13名
陸上自衛隊 11名
海上自衛隊 1名
航空自衛隊 1名
北海道警察（交通、警備）7名
釧路方面本部 4名
釧路消防本部 2名
釧路建設業協会 3名
北海道港湾空港建設協会 1名
日本埋立浚渫協会 1名
全国浚渫業協会 1名
災害拠点病院（市立釧路総合病院，DMAT）3名
釧路赤十字病院（DMAT）2名
北海道開発局（道路維持課、空港･防災課、防災課）9名
釧路開建（防災、道路、港湾、地域連携）16名

●ｵﾌﾞｻﾞｰﾊﾞｰ 第一管区海上保安本部 7名
●顧 問 北海道大学大学院 谷岡特任教授（津波工学,地震学,災害科学）
●事 務 局 北海道開発局防災課 2名

参加者合計 96名（対面79名、WEB17名)

開催概要

●想定災害発生日時
・日時：20XX年1月XX日（水曜日）14時00分に地震発生
●想定地震
・震 源：日本海溝・千島海溝（連動型）
・震 度：最大震度７
・出典：内閣府『日本海溝・千島海溝巨大地震モデル検討会最終報告』（令和4
年3月22日）
●想定津波高さ
・海岸線における最大津波高
釧路市：20.3m）

・津波到達時間（第1 波到達時間）
釧路：24 分～33 分

・出典：北海道防災会議地震火山対策部会地震専門委員会津波浸水想定設定
ワーキンググループ（第３回）（令和3 年7 月19 日）
●想定津波浸水エリア
・出典：北海道公表（令和3年7月19日、令和5年2月20日）

前提条件１（災害シナリオ）

●北海道の被害想定 日本海溝・千島海溝沿いの巨大地震の被害想定
（令和4年7月28日、令和4年12月26日）

●各機関の計画やBCP等の被害想定

前提条件２（被害想定）

・作成したハザードマップを舞台に、タイムライン素案を発動し、課題や連携方
策を抽出する。
・人命救助・救援に資する連携方策を見出すことに重点を置いた演習とする。
・これは訓練ではない。実務担当者レベルの「打合せ」のイメージとする。
堅苦しくなく、議論しやすい雰囲気で進行することを目標。

・進行役がアドリブで進めるが、事前に関係機関に実施した連携ニーズのア
ンート結果についてもニーズマッチングを図りながら進める。

演習方法（進め方）

意見聴取の開催状況
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●実施日時 令和7年2月4日（火）13時30分～17時00分（3時間30分）

●開催場所 新苫小牧プリンスホテル「和～なごみ」 ２階なごみホール

●参加機関 苫小牧市（防災担当）2名
苫小牧港管理者（苫小牧港管理組合）3名
新千歳空港管理者（北海道エアポート(株)）4名
北海道庁 5名
胆振総合振興局 2名
陸上自衛隊 5名
海上自衛隊（欠席）
航空自衛隊（欠席）
北海道警察（交通、警備）（欠席）
苫小牧消防本部 3名
室蘭建設業協会 10名
北海道港湾空港建設協会 1名
日本埋立浚渫協会 1名
全国浚渫業協会（欠席）
寒地港湾空港技術研究センター 1名
市立室蘭総合病院，DMAT 1名
北海道開発局（道路維持課、空港･防災課、防災課）7名
釧路開建（防災、道路、港湾、地域連携）11名

●ｵﾌﾞｻﾞｰﾊﾞｰ 第一管区海上保安本部 4名

●顧 問 北海道大学大学院 谷岡特任教授（津波工学,地震学,災害科学）

●事 務 局 北海道開発局防災課 2名

参加者合計 ６３名（対面４９名、WEB1４名)

開催概要

●想定災害発生日時
・日時：20XX年1月XX日（水曜日）14時00分に地震発生
●想定地震
・震 源：日本海溝・千島海溝（連動型）
・震 度：最大震度７
・出典：内閣府『日本海溝・千島海溝巨大地震モデル検討会最終報告』（令和4
年3月22日）
●想定津波高さ
・海岸線における最大津波高
苫小牧市：9.7m）

・津波到達時間（第1 波到達時間）
苫小牧市：40 分

・出典：北海道防災会議地震火山対策部会地震専門委員会津波浸水想定設定
ワーキンググループ（第３回）（令和3 年7 月19 日）
●想定津波浸水エリア
・出典：北海道公表（令和3年7月19日、令和5年2月20日）

前提条件１（災害シナリオ）

●北海道の被害想定
※日本海溝・千島海溝沿いの巨大地震の被害想定
（令和4年7月28日、令和4年12月26日）

●各機関の計画やBCP等の被害想定

前提条件２（被害想定）

・作成したハザードマップを舞台に、タイムライン素案を発動し、課題や連携方
策を抽出する。
・人命救助・救援に資する連携方策を見出すことに重点を置いた演習とする。
・これは訓練ではない。実務担当者レベルの「打合せ」のイメージとする。
堅苦しくなく、議論しやすい雰囲気で進行することを目標。

・進行役がアドリブで進めるが、事前に関係機関に実施した連携ニーズのア
ンート結果についてもニーズマッチングを図りながら進める。

演習方法（進め方）

意見聴取の開催状況


